
①補助事業者について

代表者氏名
（役職・氏名）

理事長　○○○○

電話番号 ○○○－○○○－○○○○ ＦＡＸ番号 ○○○－○○○－○○○○

出資者又は
組合員の数

○○名

別紙１

中小商業活力向上事業計画書

補助事業者名称 ○○商店街振興組合

事務所等住所
〒△△△－△△△△
○○県○○市○○町○○番地

設立年月日 昭和○○年○○月○○日
資本の額又は
出資金の額

○○○万円

担当者
（担当部署名）

○○　○○

担当者連絡先
(電話番号・ＦＡＸ番号）

電話：○○○－○○○－○○○○
FAX：△△△－△△△-△△△△

(メールアドレス)

補助事業者の概要を記載してください。



②補助事業について

○

○

・

○

対応する社会課題

※「地域商店街活性化法※」の計画認定に基づく事業については、当該事業計画全体の
社会課題に対応する内容ついて記載してください。

法律による計画認定 有 無

補助率
（該当項目に○）

高齢化

安全・安心

地域資源活用・農
商工連携

事業実施場所
(都道府県・市区町村名)

○○県○○市

事業実施場所（商店
街）の概況
・特徴
・周辺地域の概況
・来街者の概況
・課題、問題点
・取組状況　等

事業実施予定時期
例：平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日
例：平成○○年○○月下旬

補助事業名 ○○○事業

事業実施場所
（商店街名）

○○商店街振興組合

事業概要

２／３ １／２ １／３

総事業費 ○○，○○○，○○○円

「有」の場合記
入 法律名 例：地域商店街活性化法

計画名

認定年月日 平成○○年○○月○○日

社会課題に対応する内容
地域商店街活性化
法※の実施計画の
番号

少子化

創業・人材

環境

国以外からの補助の
有無

有　　・　　無 支援施策名 ○○○補助金

補助額

補助対象経費 ○○，○○○，○○○円

国庫補助要望額 ○○，○○○，○○○円

自己負担額 ○○，○○○，○○○円

補助事業に係る高度
化融資予定額

有　（○○，○○○，○○○円）　　・　　無　　　　　

事業実施に関する組
織の合意確認年月日
（理事会等）

例：平成○○年○○月○○日　○○商店街振興組合総会で決議

支援団体名 ○○，○○○，○○○円○○県

当該事業は、平成２３年度内に終了する

事業が対象となります。

対応する社会課題が複数ある場合に

は、該当する欄すべてに○を記入し、

その内容を記載してください。

「地域商店街活性化法※」の計画認定

に基づく事業については、当該事業計

画全体の社会課題について記載してく

ださい。

「地域商店街活性化法※」「中小小売

商業振興法」及び「商工会及び商工会

議所による小規模事業者の支援に関

する法律」の計画認定に基づき補助

金の交付を受ける場合に記載してくだ

さい。

当該補助金以外で地方公共団体等か

ら当該事業に対し補助金の交付等を受

ける場合には、記載してください。

法律の認定申請中の場合には、認定予

定年月日を記載してください。

本事業実施に係る高度化融資予定額を

記入してください。

募集要領に従い、該当する補助率に

「○」を記入してください。

当該補助事業の事業目的、必要性、事

業規模等を踏まえ、できるだけ詳細に記

載してください。

商店街が複数ある場合は、事業を実施

するすべての商店街名を記載してくださ

い。

「地域商店街活性化法※」の事業計画

申請書の（別表３）又は（別表８）実施計

画の内容の番号を記載してください。

「中小小売商業振興法」の計画認定に

基づき補助金の交付を受ける場合のみ

記載してください。

なるべく最新の数値データ等を用いて、

できるだけ詳細に商店街等の概況につ

いて記載してください。



☑ 通行量 □ 売上高

□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業効果の測定方法

事業効果の検証及びその後の対応方法

※商店街の活性化のための地域住民の需要に応じた事業活動の促進に関する法律

平成２８年度

平成２６年度

平成２７年度

時期 数値目標 備考

　事業実施前（平成23年度）

平成２４年度

平成２５年度

平成２４年度 ○○人／日 （イベント時　○○人）

平成２５年度 ○○人／日 （イベント時　○○人）

時期 数値目標 備考

　事業実施前（平成23年度）

事業効果

数値目標

数値目標の根拠

補助金により取得し
た財産の管理方法

例：補助事業で取得した財産については、財産を管理する担当者を配置し、財産管理台
帳を備え付け適正に管理を行う。

国庫補助がない場合
の事業計画

例：当該補助金採択されなかった場合、自己資金にて事業を実施する。

平成２８年度 ○○人／日 （イベント時　○○人）

事業効果の検証等

例：補助事業終了後、年○回通行量調査を実施し通行量を測定する。

例：評価委員会を設置し、事業効果の検証を行う。補助事業の効果が十分に得られない
場合には、○○することにより事業効果の増大を図る。

平成２６年度 ○○人／日 （イベント時　○○人）

平成２７年度 ○○人／日 （イベント時　○○人）

○○人／日

事業効果の検証方法と検証後の対応に

ついて具体的に記載してください。

事業効果の測定方法について、記載し

てください。

数値目標は、事業を実施する商店街の

通行量又は売上高のどちらかを必ず選

択し、事業実施後５ヶ年間の数値目標

を設定してください。

数値目標の算出根拠を具体的に記載し

てください。

補助事業を行うことによる事業効果につ

いて、できるだけ具体的に記載してくだ

当該事業で取得した財産がある場合は、

財産の管理方法ついて記載してください。

国庫補助がない場合の事業計画につい

て記載してください。

通行量又は売上高の数値目標に加え

て独自の数値目標を設定することも可

能です。

「事業実施前」は実際に計測を行った

数値を記載してください。

イベント事業の通行量は、イベント実

施時ではなく、平常時の通行量としま

す。なお、イベント実施時の通行量は

備考欄に記載してください。

補助事業実施前に比べ、補助事業終

了後、当該商店街等の通行量又は売

上が向上することが条件です。


